
 

平成２８年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査に関する実施要領 

平成２８年４月１２日 
スポーツ庁次長 

 
１． 調査の目的 

（１） 子供の体力・運動能力等の状況に鑑み，国が全国的な子供の体力・運動能力の状況

を把握・分析することにより，子供の体力・運動能力の向上に係る施策の成果と課題

を検証し，その改善を図る。 
（２） 各教育委員会，各国公私立学校が全国的な状況との関係において自らの子供の体

力・運動能力の向上に係る施策の成果と課題を把握し，その改善を図るとともに，そ

のような取組を通じて，子供の体力・運動能力の向上に関する継続的な検証改善サイ

クルを確立する。 
（３） 各国公私立学校が各児童生徒の体力・運動能力や運動習慣，生活習慣，食習慣等を

把握し，学校における体育･健康等に関する指導などの改善に役立てる。 
 
２． 調査の名称 

 平成２８年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 
 
３． 調査の対象 

（１） 国・公・私立学校の以下の学年の原則として全児童生徒を対象とする。 
ア 小学校調査 

 小学校第５学年，特別支援学校小学部第５学年，義務教育学校前期課程第５学年 
イ 中学校調査 

 中学校第２学年，中等教育学校第２学年，特別支援学校中学部第２学年 
    義務教育学校後期課程第２学年 
   ただし，特別支援学校及び小中学校の特別支援学級に在籍している児童生徒について

は，その障害の状態等を考慮して，参加の是非を適切に判断すること。 
 
４． 調査事項 

（１） 児童生徒に対する調査 
ア 実技に関する調査（以下，「実技調査」という。測定方法等は新体力テストと同様） 

（ア）小学校調査では，以下の種目を実施する。 
  ［８種目］ 握力，上体起こし，長座体前屈，反復横とび，20ｍシャトルラン， 
   50ｍ走，立ち幅とび，ソフトボール投げ 

（イ）中学校調査では，以下の種目を実施する。 
  ［８種目］ 握力，上体起こし，長座体前屈，反復横とび，持久走， 
   20ｍシャトルラン，50ｍ走，立ち幅とび，ハンドボール投げ 
        （※持久走か 20ｍシャトルランのどちらかを選択） 

イ 質問紙調査 
  運動習慣，生活習慣等に関する質問紙調査（以下「児童生徒質問紙調査」という。）

を実施する。 
（２） 学校に対する質問紙調査 
   子供の体力・運動能力等の向上等に係る取組等に関する質問紙調査（以下「学校

 質問紙調査」という。）を実施する。 
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（３） 教育委員会に対する質問紙調査 
   子供の体力・運動能力等の向上等に係る施策等に関する質問紙調査（以下「教育

 委員会質問紙調査」という。）を実施する。 
 
５． 調査実施日等 

（１） 児童生徒に対する調査 
ア 実技調査実施期間 

   平成２８年４月から７月末までの期間に実施する。 
イ 児童生徒質問紙調査実施期間 

  調査票到着から７月末までの期間に実施する。 
（２） 学校質問紙調査実施期間 
  調査票到着から７月末までの期間に実施する。 
（３） 教育委員会質問紙調査実施期間 
  調査票到着から７月末までの期間に実施する。 
（４） 調査実施に関するスケジュール 
  別紙１のとおりとする。 
 
６． 調査の実施体制 

 調査の実施体制は以下のとおりとする（調査の実施系統図は別紙２・別紙３）。 
（１） 調査は，スポーツ庁が，学校の設置管理者である都道府県教育委員会，市町村教育

委員会，学校法人，国立大学法人等の協力を得て実施する。 
（２） 都道府県教育委員会は，域内の市町村教育委員会に対して指導・助言・連絡等をす

るなど調査に協力する。また，自らが設置管理する学校に対して指示・指導・助言等

をするなどにより調査に当たる。 
（３） 都道府県知事は，私立学校の所轄庁として調査に協力する。 
（４） 市町村教育委員会，学校法人，国立大学法人等は，学校の設置管理者として調査に

協力し，自らが設置管理する学校に対して指示・指導・助言等をするなどにより調査

に当たる。 
（５） 学校は，校長を調査責任者として，設置管理者である市町村教育委員会等の指示・

指導・助言等に基づき調査に当たる。 
 
７． 調査結果の取扱い 

  スポーツ庁は，以下のとおり，調査結果を示し，公表するとともに，各教育委員会，

学校に対して，調査結果等を提供する。 
また，地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第

２１条（平成２７年４月１日施行前は第２３条）第１７号の規定により，調査の実施，

調査結果の活用及び公表等を含め，調査は教育委員会の職務権限である。そのため，

教育委員会は，調査結果の活用及び公表等の取扱いについて，主体性と責任を持って

当たることとする。 
（１） 調査結果の示し方 

スポーツ庁は，小学校調査及び中学校調査のそれぞれの結果として，以下の事項等

を示す。  
ア 実技に関する調査の結果として， 

（ア） 各種目等の平均値，標準偏差，平均値の分布等がわかる図等 
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（イ） 総合評価の段階別割合 
（ウ） 都道府県教育委員会，市町村教育委員会，学校，児童生徒をそれぞれ単位と

した平均値等の分布等が分かるグラフ 
イ 児童生徒質問紙調査，学校質問紙調査及び教育委員会質問紙調査の結果として， 

（ア） 児童生徒質問紙調査，学校質問紙調査及び教育委員会質問紙調査の回答状況 
（イ） 児童生徒質問紙調査の回答状況と実技に関する調査の平均値等との相関関    

係の分析 
（ウ） 学校質問紙調査の回答状況と実技に関する調査の平均値等との相関関係の   

分析 
（エ） 児童生徒質問紙調査の回答状況と学校質問紙調査及び教育委員会質問紙調  

査の回答状況との相関関係の分析 
ウ その他， 調査の目的の達成に資する分析 

（２） 調査結果のスポーツ庁による公表 
  スポーツ庁は，調査の目的を踏まえ，以下の事項等について調査結果を公表す

 る。スポーツ庁が公表する調査結果については，公表後速やかに，スポーツ庁ホー

 ムページに掲載する。 
ア 以下の（ア）から（ウ）までの区分に応じ，上記（１）ア及びイで示した結果 

（ア） 国全体（国・公・私立学校全体の状況及び国・公・私立学校別の状況） 
（イ） 都道府県ごと（公立学校全体の状況） 
（ウ） 地域の規模等に応じたまとまりごと（「大都市」（政令指定都市及び東京２３  

区），「中核市」，「その他の市」及び「町村」並びに「へき地」の五つの区分 
における公立学校全体の状況） 

イ その他，調査の目的の達成に資する分析 
（３） 調査結果等の提供 
  各教育委員会，学校及び児童生徒に対する調査結果等の提供は，調査報告書のほ

 か，以下のとおりとする。 
ア  スポーツ庁は，調査の目的の達成に資するため，各教育委員会，学校に対して，以

下の調査結果を提供する。 
（ア） 都道府県教育委員会に対しては，その設置管理する各学校の状況に関する調  

査結果，当該都道府県における公立学校全体の状況，域内の各市町村におけ 
る公立学校全体の状況及び市町村が設置管理する各学校全体の状況に関する 
調査結果 

（イ） 市町村教育委員会に対しては，当該市町村における公立学校全体の状況及び  
その設置管理する各学校の状況に関する調査結果 

（ウ） 学校に対しては，当該学校全体の状況及び各児童生徒に関する調査結果及び 
個人票 

（エ） その他，調査の目的の達成に資する調査結果 
イ 各学校は，各児童生徒に対し，個人票を提供する。 

（４） 調査結果の活用 
  各教育委員会，学校等及びスポーツ庁においては，調査の目的を達成するため，

 以下のような調査結果を活用した取組に努めることとする。 
ア  各教育委員会，学校等においては，多面的な分析を行い，自らの子供の体力・運

動能力及び子供の体力・運動能力等の向上に係る施策の成果と課題を把握・検証し， 
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保護者や地域住民の理解と協力のもとに適切に連携を図りながら，子供の体力・運

動能力及び子供の体力・運動能力等の向上に係る施策の改善に取り組むこと。 
イ  各学校においては，調査結果を踏まえ，各児童生徒の全般的な運動習慣の改善等

に努めるとともに，自らの体育的活動における指導等の改善に向けて取り組むこと。 
ウ  各教育委員会においては，調査結果を踏まえ，それぞれの役割と責任に応じて，

学校における取組等に対して必要な支援等を行うなど，域内の子供の体力・運動能

力及び子供の体力・運動能力等の向上に係る施策の改善に向けた取組を進めること。 
エ  スポーツ庁は，児童生徒の体力・運動能力や運動習慣等をきめ細かく把握・分析

することにより，体力・運動能力及び子供の体力・運動能力等の向上に係る施策の

成果と課題を検証し，その改善に取り組むこととする。また，各教育委員会，学校

等における取組に対して必要な支援等を行うなど，子供の体力・運動能力及び子供

の体力・運動能力等の向上に係る施策の改善に向けた全国的な取組を進めることと

する。 
（５） 調査結果の取扱いに関する配慮事項 
  調査結果については，調査の目的を達成するため，自らの子供の体力・運動能力

 及び子供の体力・運動能力等の向上に係る施策の改善，各児童生徒の全般的な運動

 習慣の改善等につなげることが重要であることに留意し，適切に取り扱うものとす

 る。 
  調査結果の公表に関しては，教育委員会や学校が，保護者や地域住民に対して説

 明責任を果たすことが重要である一方，調査により測定できるのは体力・運動能力

 の特定の一部分であること，学校における教育活動の一側面であることなどを踏ま

 えるとともに，序列化や過度な競争が生じないようにするなど教育上の効果や影響

 等に十分配慮することが重要である。 
  このことを踏まえ，具体的な公表の手続等は，以下のとおりとする。 

ア  教育委員会及び学校による調査結果の公表 
（ア） 都道府県教育委員会においては，調査の実施主体が国であることや，市町村

が基本的な参加主体であることなどに鑑みて，以下のとおり取り扱うこと。 
①  自らが設置管理する学校の状況については，それぞれの判断において，（エ）

に基づき公表することは可能であること。 
②  域内の市町村の状況及び市町村教育委員会が設置管理する学校の状況につい

ては，市町村教育委員会の同意を得た場合に限り，（エ）に基づき，当該市町村

名又は当該市町村教育委員会が設置管理する学校名を明らかにした公表（市町

村名又は学校名を特定することが可能な方法による公表を含む。以下同じ。）を

行うことは可能であること。 
なお，個々の市町村名・学校名が明らかとならない方法（例えば，教育事務

所単位の状況の公表等）で，（エ）に基づき公表することは，都道府県教育委員

会の判断において可能であること。 
③  ①又は②に基づき個々の市町村名・学校名を明らかにした公表を行うことに

ついては，その教育上の影響等を踏まえ，必要性について慎重に判断すること。 
④  自らが設置管理する学校に自校の結果を公表するよう指示する場合も，自ら

が個々の学校名を明らかにした公表を行う場合に準じて取り扱うこと。 
（イ） 市町村教育委員会においては，以下のとおり取り扱うこと。 

①  当該市町村における公立学校全体の結果について，それぞれの判断において，

（エ）に基づき公表することは可能であること。 
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②  自らが設置管理する学校の状況について，それぞれの判断において，（エ）に

基づき公表することは可能であること。この場合，個々の学校名を明らかにし

た公表を行うことについては，その教育上の影響等を踏まえ，必要性について

慎重に判断すること。 
③  自らが設置管理する学校に自校の結果を公表するよう指示する場合も，自ら

が個々の学校名を明らかにした調査結果の公表を行う場合に準じて取り扱うこ

と。 
（ウ） 学校においては，自校の結果について，それぞれの判断において，（エ）に 

基づき公表することは可能であること。 
（エ） 調査結果の公表に当たっては，以下の①から⑥までにより行うこと。 

①  公表する内容や方法等については，教育上の効果や影響等を考慮して適切な

ものとなるよう判断すること。 
②  調査結果の公表を行う教育委員会又は学校においては，単に体力合計点など

の数値のみの公表は行わないこと。 
③  （ア）①又は（イ）②に基づき教育委員会が個々の学校名を明らかにした公

表を行う場合，又は（ア）②において市町村教育委員会が学校名を明らかにし

た公表に同意する場合は，当該学校と公表する内容や方法等について事前に十

分相談すること。 
また，教育委員会において自らが設置管理する学校に自校の結果を公表する

よう指示する場合は， 教育委員会は自らが実施する改善方策を速やかに示すと

ともに， 公表する内容等について学校に指示する場合は，教育委員会は当該学

校とそれらについて事前に十分相談すること。 
なお，体力合計点などの数値について一覧での公表やそれらの数値により順

位を付した公表などは行わないこと。 
④  調査の目的や，調査結果は体力・運動能力の特定の一部分であること，学校

における教育活動の一側面であることなどを明示すること。 
⑤  児童生徒個人の結果が特定されるおそれがある場合は公表しないなど，児童

生徒の個人情報の保護を図ること。 
⑥  学校や地域の実情に応じて， 個別の学校や地域の結果を公表しないなど，必

要な配慮を行うこと。 
（オ） 教育委員会が独自に実施する体力調査の公表の取扱いについては，もとより

それぞれの教育委員会の判断に委ねられること。 
イ  スポーツ庁が公表する内容以外の調査結果の取扱い 
（ア） スポーツ庁は，調査結果のうち，公表する内容を除くものについては，これ

が一般に公開されることになると，序列化や過度な競争が生じるおそれや学校

の設置管理者等の実施への協力及び国民的な理解が得られなくなるなど正確

な情報が得られない可能性が高くなり，全国的な状況を把握できなくなるなど

調査の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると考えられるため，行政機関の

保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）第５条第６号の

規定を根拠として，同法における不開示情報として取り扱うこととする。 
（イ） 教育委員会等は，スポーツ庁から提供を受けた調査結果のうち公表する内容

を除くものについて，上記（ア）を参考に，それぞれの地方公共団体が定める

情報公開条例に基づく同様の規定を根拠として，情報の開示により調査の適正

な遂行に支障を及ぼすことのないよう，本実施要領の趣旨，特に７．（５）ア 
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（エ）を十分踏まえ，適切に対応する必要があること。 
 
８． 調査実施に当たっての相談体制 

（１）  学校の設置管理者である市町村教育委員会等においては，所管の学校からの相談

に対応するなど適切な指導・助言を行う。 
（２）  調査実施に当たっての市町村教育委員会，学校等からの問合せや調査票の配送・ 
 回収状況の把握・確認等に対応するため，スポーツ庁が民間機関に委託して，コー

 ルセンターを設置する。 
 
９． 留意事項 

（１） 各教育委員会，学校等における調査の実施及び調査結果の活用等 
  調査を実施するとともに，調査結果等を活用するに当たり，以下の体制を整備す

 ることとする。 
ア  各教育委員会等においては，調査責任者及び担当者を指名するとともに，所管の

学校からの相談に対応するなど，適切に実施体制を整備すること。 
イ  各学校においては，調査責任者及び担当者を指名し適切に実施体制を整備するこ

と。 
ウ  教育委員会，学校等においては，調査の実施に当たって，調査の目的や内容，調

査結果の取扱い等を児童生徒，保護者等の関係者に周知すること。 
エ  各教育委員会，学校等において，調査問題等の調査に関して知り得た秘密につい

ては，その保持を徹底すること。 
オ  各教育委員会，学校等においては，提供された調査結果等について，本実施要領

に基づいて適切に利用するとともに，管理を徹底するために，必要な措置を講ずる

こと。 
カ  各教育委員会，学校等は，調査の目的の達成に資するよう，調査結果等の活用を

図るため，調査結果等の提供を受ける機関等において，本実施要領の趣旨が遵守さ

れることが確認できた場合に限り，関係機関等に対して調査結果等を提供すること

は可能であること。 
キ  各教育委員会，学校等においては，調査結果の分析やこれを活用して子供の体力・

運動能力及び子供の体力・運動能力の向上に係る施策の改善等に向けた取組等を進

めるための体制を整備すること。 
（２） 個人情報の保護 

ア  スポーツ庁及びスポーツ庁が委託した民間機関は，調査に使用する調査用紙等に

ついて，児童生徒の氏名を取得しない形式を用いることとする。 
イ  各教育委員会，学校等においては，調査に関して知り得た個人情報について，そ

れぞれが遵守すべき個人情報保護関係法令及び地方公共団体の定める条例に基づき， 
適切に取り扱うこと。 

（３） 教育課程上の位置付け 
  実技調査及び児童生徒質問紙調査については，教育委員会及び学校の判断により，

 特別活動での取り扱いのほか，体育，保健体育の授業時数の一部として学習指導要

 領に示された内容に加えて取り扱うことが可能であること。 
（４） 実技調査実施上の一般的注意 

ア  実技調査の実施に当たっては，児童生徒の健康状態を十分把握し，事故防止に万 

全の注意を払うこと。特に，医師から運動を禁止又は制限されている児童生徒はも 
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ちろん，当日の身体の異常（発熱，倦怠感）を訴える児童生徒は，当日は調査を行

わず，各学校の状況に応じて代替日を設けるなど適切な措置を行うこと。また，調

査中においても異常を自覚した場合，すみやかに中止するよう事前に指示等を出し

ておくこと。 
イ  熱中症による事故を防ぐため，実技調査を実施する際は，「熱中症を予防しよう－

知って防ごう熱中症－（独立法人日本スポーツ振興センター）」等を参考とすること。

また，実施する際には十分に水分等を補給できるようにすることや，日除けを設け

ること，換気を十分に行うことなど適切な措置を行うこと。 
ウ  実技調査は，調整済みの器具の使用や測定方法など，実施マニュアルに従い定め

られた方法の通り正確に行うこと。 
エ  実技調査前後には，適切な準備運動及び整理運動を行うこと。 
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（別紙１） 
 

調査実施に関するスケジュール 
 スポーツ庁等（※１） 都道府県等（※２） 設置管理者 学 校 

 
平成２８年 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
※ １ スポーツ庁等には，スポーツ庁が委託した民間機関を含む 
※ ２ 都道府県等とは，公立学校の場合は都道府県教育委員会，私立学校の場合は都道府

 県知事部局をいう。 

報告書の受領 

 
調査票等

の受領 

調査結果の回収 調査結果の提出 

調査結果の公表

及 び 教 育 委 員

会，学校等への

提供 

調査結果の受領 

報告書のとりま

とめ 

調査結果の受領 
調査結果の受領 

４月～7月 
調査実施 

報告書の受領 
報告書の受領 

調 

査 

票 

記 

入 

７月 

 
 
 
11月 
～ 
12月 

４月 実施要領の通知(公表) 実 施 要 領   

受領・周知 
実 施 要 領   

受領・周知 
実 施 要 領   

受 領 

 
調査票等の発送 



（別紙２） 
 

調査の実施系統図【公立学校】 
 

公立学校において実施する調査は，次のような系統で行う。 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

スポーツ庁 

【実施主体】 

スポーツ庁が委託

した民間機関 
 
・ 調査票の配送・

回収，調査結果

の集計，教育委

員会及び学校等

への提供作業等 
・ 教育委員会及び

学校からの相談

対応 

実施要領，実施マニュアルの送付， 
調査票等関係資料の参考送付 
調査結果の提供，報告書の送付 

 

都道府県 
教育委員会 
【協力者】 

 

設置管理者 
（都道府県教育委員会， 
市町村教育委員会） 

【参加主体】 

実施マニュアルの送付， 
調査票等関係資料の参考送付， 
調査結果の提供，報告書の送付 

学 校 

児童生徒 

実施マニュアルの送付， 
調査票等関係資料の送付， 
調査結果の提供，報告書の送付 

調査票の回収 

連絡調整 

調査実施 

調査実施 
個人票の提供 



 

（別紙３） 
調査の実施系統図【私立学校】 

 
私立学校において実施する調査は，次のような系統で行う。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査の実施系統図【国立大学法人学校】 
 

国立大学法人学校において実施する調査は，次のような系統で行う。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
スポーツ庁 

【実施主体】 

スポーツ庁が委

託した民間機関 
 
・ 調査票の配

送・回収，調

査結果の集

計，教育委員

会及び学校

等への提供

作業等 
・ 学校等から

の相談対応 

実施要領，実施マニュアルの送付， 
調査票等関係資料の参考送付 
報告書の送付 

都道府県 
知事部局 
【協力者】 

設置管理者 
（学校法人等） 
【参加主体】 

学 校 

児童生徒 

実施マニュアルの送付， 
調査票等関係資料の送付， 
調査結果の提供，報告書の送付 

調査票の回収 

連絡調整 

調査実施 

調査実施 
個人票の提供 

 
スポーツ庁 

【実施主体】 

スポーツ庁が委

託した民間機関 
 
・ 調査票の配

送・回収，調

査結果の集

計，教育委員

会及び学校

等への提供

作業等 
・ 学校等から

の相談対応 

実施要領，実施マニュアルの送付， 
調査票等関係資料の参考送付 
報告書の送付 

設置管理者 
（国立大学法人） 
【参加主体】 

学 校 

児童生徒 

実施マニュアルの送付， 
調査票等関係資料の送付， 
調査結果の提供，報告書の送付 

調査票の回収 

調査実施 

調査実施 
個人票の提供 


